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関東運輸局 群馬運輸支局



【中・西毛交通圏】

○特措法附帯決議
・「特定地域において協議会に参加しない事業者、減車等に協力しない事業者に対しては、タクシー事業の適
正化、活性化を推進する観点から、その経営状況を十分に確認する等の措置を講じること。」
○平成２３年４月１３日付け通達
・上記附帯決議を踏まえ、「特定地域におけるタクシー事業者の経営状況等に関する調査・監査の実施につい
て」が本省より発出。
○調査時の確認内容
・特定事業計画の実施状況及び効果、経営及び雇用の状況、今後の計画、意見等。

４月１３日付け通達に基づく調査実施状況（群馬運輸支局）

【東毛交通圏】
○対象事業者 ２８者
○調査実施事業者 ２６者

・追加で減休車を実施事業者 ８者

○対象事業者 １１者
○調査実施事業者 ６者
・追加で減休車を実施事業者 １者
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・追加で減休車を実施事業者 ８者
・今後減休車を検討中の事業者 ７者

・追加で減休車を実施事業者 １者
・今後減休車を検討中の事業者 １者

○減休車に協力できない理由 ○減休車に協力できない理由

○減休車に協力できないとする主な理由として、両交通圏とも「経営」が約６０％と一番多く、理由として
は、減車による事業規模の縮小により、営業収入の低下をあげている。
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特定地域におけるタクシー事業者の経営状況等に関する調査・監査の 

実施について 

 

 

タクシー事業については、長期的に需要が減少傾向にある中、地域によっては、

タクシー車両数の増加などにより収益基盤の悪化や運転者の労働条件の悪化等の

問題が生じ、タクシーが地域公共交通としての機能を十分に発揮することが困難

な状況となっている。 

このような状況を踏まえ、平成 21 年 10 月より施行された「特定地域における

一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法」に基づき、

国土交通大臣が供給過剰の進行等の問題が見られる地域として指定する特定地域

においては、タクシー事業の適正化及び活性化を推進するため、タクシー事業者

が特定事業と相まった事業再構築を定め、供給輸送力の減少、経営の合理化に取

り組んでいるところである。 

今般、同法附帯決議における「特定地域において協議会に参加しない事業者、

減車等に協力しない事業者に対しては、タクシー事業の適正化、活性化を推進す

る観点から、その経営状況を十分に確認する等の措置を講じること。」の趣旨を踏

まえ、下記のとおり調査・監査を実施することとしたので、対応されたい。 

また、本調査・監査を円滑かつ効率的に実施するため、地域の実情を踏まえ、

貴局において必要と判断する場合には、調査票送付前にヒアリング等を実施され

たい。 

なお、本件については、社団法人全国乗用自動車連合会会長あて、別添のとお

り通知したので申し添える。 

 

 

記 

1.輸送部門における対応 

(1) 協議会に参加しない事業者及び減車等に協力しない事業者など調査の対象

となる事業者リストを作成すること。 

なお、減車等が進んでいない特定地域においては、原則として当該地域内

の全事業者を対象とすること。 

(2) 当該対象事業者に対しては、道路運送法第 94 条第 1項に基づき、調査票（別

紙様式を参照の上、貴局において作成すること。）を送付し、30 日程度の報

告期限を設け、必要事項を記入の上、報告するよう指示すること。 

なお、当該調査票については、最低直近の 1ヶ月分を記入させること。 

(3) 報告された当該調査票については、収支状況を確認するとともに、乗務距

離の最高限度（旅客自動車運送事業運輸規則（以下「運輸規則」という。）第

22 条により指定する地域に限る。）の遵守状況や拘束時間の遵守状況につい

て精査すること。 

(4) 当該調査票を基に対面調査を実施すること。 

なお、当該対面調査に当たっては、当該調査票の記入事項の根拠となる資

料（乗務記録（運輸規則第 25条第 3項に規定する記録）、点呼記録（運輸規

則第 24条第 3項に規定する記録）及びその他資料）について、当該調査票の

対象となる期間分を用意するよう指示すること。 

(5) 調査の結果、法令違反（関連書類の未提出を含む。）の疑いが生じた場合に

は、具体的な法令違反の疑いの内容を精査し、調査対象事業者に当該法令違

反について事実確認を行うとともに、改善指導を行うこと。 

(6) 調査結果に関係資料を添えて、監査部門に情報を提供すること。 

(7) 地域におけるタクシー事業の適正化、活性化の状況を踏まえ、輸送部門に

おいて必要と判断する場合には、本調査を定期的に繰り返し実施すること。 

 

2.監査部門における対応 

監査部門においては、上記 1.(6)における情報の提供を受け、「旅客自動車運

送事業の監査方針について（平成 21年 9月 29日付け国自安第 56号、国自旅第

124 号、国自整第 50 号）」及び「旅客自動車運送事業の監査方針の細部取扱い

について（平成 21 年 9月 29 日付け国自安第 57号、国自旅第 125 号、国自整第

51号）」に基づき、当該事業者に対して適切な措置を講ずること。 




